
障がい者スポーツの普及に向けて
～体育教育現場の観点から～

順天堂大学工藤ゼミナールA

〇落合貴史佐々木和子松本優奈服部史歩作間隆央石川真実
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出典：公益財団法人東京オリンピック･パラリンピック競技大会組織委員会HP出典:ジャパンアーカイブス

パラリンピックは、、、？

パラリンピアンがいない！



東京オリンピック・パラリンピックに関心があるか

緒言

内閣府政府広報室2015「東京オリンピック・パラリンピックに関する世論調査」より改変



東京オリンピック・パラリンピックに関心があるか

70.3％

81.9％

緒言

内閣府政府広報室2015「東京オリンピック・パラリンピックに関する世論調査」より改変



東京オリンピック・パラリンピックへ観戦に行きたいか

緒言

内閣府政府広報室2015「東京オリンピック・パラリンピックに関する世論調査」より改変



東京オリンピック・パラリンピックへ観戦に行きたいか

緒言

内閣府政府広報室2015「東京オリンピック・パラリンピックに関する世論調査」より改変

36.4％

51.2％



障がい者自身のスポーツへの関心度

12.3%

13.6%

22.4%

%

スポーツ・レクリエーションを行っており、満足している

スポーツ・レクリエーションを行っているが、もっと行いたい

スポーツ・レクリエーションを行いたいと思うができない

特にスポーツ・レクリエーションに関心がない

もっと行いたい

行いたいができない

特に関心がない

緒言

行っていて満足している

文部科学省(2015)平成24年度文部科学省委託事業「地域における障害者のスポーツ・レクリエーション活動に関する調査研究」

51.9



障がい者スポーツへの
理解を深めよう！



障がい者スポーツとは

身体障がいや知的障がいなどの障がいのある
人が行うスポーツのことで、既存のスポーツを
障がい者も楽しめるようにアレンジしたものや、
障がい者のために独自に考案されたものがあ
る(小林,2011)

例）車いすバスケットボール、ブラインドサッカーなど



スポーツの普及拡大

・障がい者スポーツ振興体制の整備

・障がい者スポーツの普及・促進

・障がい者スポーツの国民の理解促進

スポーツ施策の
一元化

公益法人日本障碍者スポーツ協会,日本の障がい者スポーツの将来像(ビジョン)より

障がい者スポーツの将来像(ビジョン)
緒言



スポーツ施策の一元化

スポーツ庁(省)の創設等、健常者・障がい者スポーツ行政の一元化

健常者・障がい者スポーツ関係団体・競技団体の連携強化

大学等との協働による障がい者スポーツの学術的振興

小・中学校教育における障がい者スポーツの理解促進

緒言



子供のころに身体を使った遊びの経験が、
運動・スポーツ実施の持ち越しにつながる
(中村・長野,2011)

幼少期における障がい者スポーツ
の経験が求められる



子供のころに身体を使った遊びの経験が、
運動・スポーツ実施の持ち越しにつながる
(中村・長野,2011)

幼少期における障がい者スポーツ
の経験が求められる

義務教育が
絶好の機会！！



１．諸外国の取り組み

イギリス、ドイツ

２．障がい者のスポーツ環境について

施設、指導者の面から

３.普通学校の体育授業における視覚障がい者の参加経験

４．障がいを持たない人の障がい者スポーツへの関心度

５．教員免許更新の仕組み

障がい者スポーツに関する講義の実施状況

現状



諸外国の取り組み



イギリスの取り組み

⇒スポーツカウンシルは障害者がスポーツ施設のアクセスがより可能と

なるよう、障害者を受け入れることのできる施設のためのマニュアルを作成。
マニュアルには、障害別の対応が具体的に示されている。

現状

2003年 障がい者差別禁止法改定

「地域のクラブは障がいを理由に障害者の利用を断ってはならない」

出典:文部科学省(2011)「諸外国および国内におけるスポーツ振興施策等に関する調査研究」



ドイツの取り組み

2009年 障害者権利条約 批准

ブレーメン市
障がいを持つ子どもの保護者が
学校を選ぶ権利を持った。

NRW州
障がいを持つ子どもの就学先として

通常の学校を優先する法律改正が行わ
れた。

通常の学校で障がいのある子どもを
受け入れるモデル校を増やす

＋
特別支援学校が通常の学校を支援

するセンター的機能を拡充

インクルーシブ教育

現状

出典:独立行政法人国立特別支援教育総合研究所(2011)「世界の特別支援教育（25）」



日本の現状



一般の体育・スポーツ施設
障がい者スポーツ専用または

障がい者が優先的に利用できるスポーツ施設

現状

障がい者のスポーツ環境について

約22万施設 144施設

出典：・文部科学省(2015)平成24年度文部科学省委託事業（ＳＳＦ）
「地域における障害者のスポーツ・レクリエーション活動に関する調査研究」



全体のわずか
約0.06%

一般の体育・スポーツ施設
障がい者スポーツ専用または

障がい者が優先的に利用できるスポーツ施設

現状

障がい者のスポーツ環境について

約22万施設 144施設

出典：・文部科学省(2015)平成24年度文部科学省委託事業（ＳＳＦ）
「地域における障害者のスポーツ・レクリエーション活動に関する調査研究」



障がい者スポーツ指導員
週1回以上の定期的な活動をしている

障がい者スポーツ指導員

現状

障がい者のスポーツ環境について

約22,000人 約2,200人

出典：公益財団法人日本障がい者スポーツ協会(2014)



障がい者スポーツ指導員
週1回以上の定期的な活動をしている

障がい者スポーツ指導員

現状

障がい者のスポーツ環境について

約22,000人 約2,200人

全体のわずか
約１割

出典：公益財団法人日本障がい者スポーツ協会(2014)



出典東京都(2015)都民生活に関する世論調査

障がいを持たない人の障がい者スポーツへの関心度
現状



出典東京都(2015)都民生活に関する世論調査

障がいを持たない人の障がい者スポーツへの関心度
現状

1位 身近に障がい者スポーツに
関わっている人がいないから

2位 どんな競技があるか知らないから

3位 障がい者スポーツを
身近な場所でやっていないから

41.7%

34.3%

31.1%



普通学校の体育授業における視覚障がい者の参加経験

74.4%

25.6%

小学校

参加できた 参加できなかった

80.6%

19.4%

中学校

参加できた 参加できなかった

参加できた

参加できなかった

参加できた

現状

参加できなかった

出典:文部科学省（2014）平成26年度文部科学省委託事業「障害のある児童生徒の体育活動における調査研究報告書」



普通学校の体育授業における視覚障がい者の参加経験

74.4%

25.6%

小学校

参加できた 参加できなかった

80.6%

19.4%

中学校

参加できた 参加できなかった

参加できた

参加できなかった

参加できた

現状

参加できなかった

出典:文部科学省（2014）平成26年度文部科学省委託事業「障害のある児童生徒の体育活動における調査研究報告書」

決して少ないとは言えない！



教員免許更新の仕組み

◎講義
・必修領域
・選択必修領域
・選択領域

◎手続き・申請
↓

免許更新

現在

〈必修領域〉
Ex）関東地方
特別支援学校向け

〈選択必修領域〉
なし

〈選択領域〉
Ex)近畿地方
東京オリンピックパラリンピック
に関連したもの

Ex)北海道
障がい者の余暇スポーツについて

地域や免許の種類によって
受講できない

現状
教員免許更新の仕組みと障がい者スポーツに関する講義の実施状況

出典：文部科学省「教員免許更新制の概要」(2016)



提言

①現職の小学校教員・中学校保健体育教員の免許更新
→障がい者スポーツの学習・体験する場の設置

②中学校保健体育や小学校の教員養成課程のカリキュラム
→障がい者スポーツを学び、実際に指導をする実習を導入



文部科学省

生涯学習政策局

初等中等教育局 教職員課

高等教育局

提言



①現職の小学校教員・
中学校保健体育教員の免許更新



①現職の小学校教員・
中学校保健体育教員の免許更新

教員免許更新の仕組み

◎講義
・必修領域
・選択必修領域
・選択領域

◎手続き・申請
↓

免許更新

新案

選択必修領域に

「障がい者スポーツ」がテーマの
講義を加える。

〈対象〉
小学校教員
中学校(保健体育)教員

〈講義内容〉
・障がい者スポーツ体験
・教員同士で、体験を共有
(現場での活用、工夫点など)

提言



①現職の小学校教員・
中学校保健体育教員の免許更新

教員免許更新の仕組み

◎講義
・必修領域
・選択必修領域
・選択領域

◎手続き・申請
↓

免許更新

新案

選択必修領域に

「障がい者スポーツ」がテーマの
講義を加える。

〈対象〉
小学校教員
中学校(保健体育)教員

〈講義内容〉
・障がい者スポーツ体験
・教員同士で、体験を共有
(現場での活用、工夫点など)

提言

受講者が所有する免許状
の種類、勤務する学校の
種類又は教育職員としての
経験に応じ、選択して受講
する領域



②中学校保健体育や小学校の
教員養成課程のカリキュラム



主催:日本財団パラリンピックサポートセンター

学校(小中高)に指導者を派遣する例

あすチャレ！
School

パラリンピアン派遣

小・中学校
高等学校

実施費用 30,000円

～「あすチャレ！School」～

提言



小学校及び中学校保健体育養成課程に対するカリキュラムの新案

障がい者スポー
ツの講義と体験

学生同士で

ディスカッション

現場に赴き、

子どもたちに指導

中学校保体教員養成課程

→中学校
小学校教員養成課程

→小学校

理解を深めることや
実際の現場で
どのように

活かすかを確認

提言



WIN WIN

授業展開の
多様化

他教員との
交流

教員の

知識・技術
の向上

小中学校（教員） 大学

大学講義の改善

現場把握

展望 ①現職の小学校教員・中学校保健体育教員の免許更新



WIN WIN

児童・生徒への
体験の場を提供

経費削減

学生の育成

実習先の確保

現場把握

小中学校 大学（大学生）

②中学校保健体育や小学校の教員養成課程のカリキュラム展望



設立後のVision

全国で障がい者スポーツの教育が行われる

障がい者スポーツの理解が広まる

障がい者スポーツの関心度・注目度が上がる
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ご清聴ありがとうございました！


